
必要な手続について

公契約のうち、特定公契約の受注者は、当該業務に従事する労働者について、
遵守状況に関する報告や下請負者等への指導等を行う義務を負い、特定の手続
を行っていただく必要があります。

公契約 特定公契約

県が発注する建設工事の請負契約 左記のうち予定価格が３億円以上のもの

県が業務を委託する契約
左記のうち予定価格が３千万円以上のもの（※）
（契約期間が６ヶ月を超えるものに限る）

県と指定管理者との

公の施設の管理に関する協定
左記のうち委託料上限額が３千万円以上のもの（※）

（※）次の業務のいずれかを含む内容のもの

ア 県が管理する建物及び土地における清掃業務、警備業務（機械警備業務を除く）、駐車場管理業務、

受付業務、案内業務、宿日直業務又は電話交換業務

イ 県が管理する建物において行う給食の調理等の業務又は洗濯業務

いつ？ どのような手続が必要か？ 誰が誰に？

① ・契約後速やかに 特定公契約履行責任者の選任・報告 特定受注者→県

②
・下請けさせる時
・再委託をする時

下請負者等への明示及び指導 特定受注者→特定下請負者等

③ ・事業に着手する時 労働者への明示 特定受注者→特定労働者

④
・初回は事業着手から３ヶ月後
・以降は６ヶ月毎

定期の賃金支払状況等の報告 特定下請負者等→特定受注者→県

⑤
・県から説明や資料の提出を求
められた時

疑義がある場合の説明等 特定下請負者等→特定受注者→県

⑥ ・県が立入調査を行う時 立入調査への協力 特定受注者→特定下請負者等

⑦
・県から最低賃金や社会保険加
入が守られていないと通知を
受けた時

必要な措置の結果報告 特定下請負者等→特定受注者→県

必要な手続とは？
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※下記用語の意義は、「用語の定義」を参照してください。

・特定受注者 ・特定下請負者等 ・特定労働者



・特定受注者は、県との連絡や、下請負者等に指示を行う履行責任者を１名選
任してください。

・契約締結後速やかに「特定公契約履行責任者選任届」（※１）に必要事項（履
行責任者の氏名・連絡先・受注者との関係等）を記載し、県に提出してください。

・連絡、指示などの業務が円滑に図られる方であれば、履行責任者の役職等は
問いません。

・履行責任者の異動や変更があった場合は速やかにこの届を県に提出してくだ
さい。

・特定公契約の事務の全てを履行責任者自ら行うことを求めているのでなく、
履行責任者の責任において従業員や行政書士など外部の人材を補助者とし、
事務を行うことは差し支えありません。

① 特定公契約履行責任者の選任・報告

② 下請負者等への明示及び指導

・特定受注者が業務の一部を下請させる場合や再委託する場合、特定公契
約であることを説明します。

・説明を受けた事業者は、特定公契約であることを了解し、遵守事項を守る
ことを約した「特定公契約誓約書」（※２）を特定受注者に提出します。

・特定下請負者等が業務の一部をさらに下請負等させる場合（二次下請負
者から三次下請負者へといった場合も）同様の手続を行います。

・業務内容や特定労働者の有無にかかわらず、説明を行い、「特定公契約誓
約書」の提出を求めます。

・特定受注者は、全ての特定下請負者等から提出された「特定公契約誓約
書」（写しを含む）を保管します。

・「特定公契約誓約書」は契約終了後２年間保管してください。

（※１） ９ページへ

（※２） １０ページへ
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・特定受注者は、「特定労働者に明示すべき事項」（※３）を特定労働者へ明示して
ください。

・明示する際は特定労働者が従事する場所（作業現場、事務所など）の見やすい
場所に掲示してください。
（特定労働者が少人数で、入れ替わりが少ない場合などにおいては、書面での交付に替えることも可能です。

この場合、受領簿を整備し履行場所等に備え付けてください。）

・特定労働者から特定受注者に対し、最低賃金以上の賃金が払われていない、社
会保険の加入がされていないのではないかという申出があった場合、特定受注者
自身の特定労働者である時は、疑義を解消するように特定労働者に対し説明を
行ってください。

・疑義の申出が特定下請負者等の場合、特定下請負者等に対し、疑義が申出され
た旨を連絡し、特定労働者に対し説明をするよう指導してください。

③ 労働者への明示

労働者への周知事項

(業務履行場所に掲示)

○特定公契約に係る
業務であること。

○雇用主は、最賃･
社保加入の遵守を
約していること。

○疑義の申出ができ
ること。

誓 約 書

(主な記載事項)

１ 特定公契約の業務で
あることの了知

２ 最低賃金、社会保険
加入の遵守と遵守状況
の定期報告

３ 労働者からの問合せ
への対応

４ 疑義がある場合の説
明等、県の立入調査へ
の協力

５ 下請業者等への特定
公契約の業務であるこ
との説明等と遵守指導

６ 下請業者等からの誓
約書徴取と写しの提出

誓
約
書

誓
約
書

写
し

①～③フロー図

（※3） １１ページへ
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特定受注者

誓
約
書
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し

写
し



・特定受注者の特定下請負者等への対応

Ⅰ 特定下請負者等がある場合、すべての特定下請負者等の「事業者別賃金支払状況等報告書」を取りまとめて県へ提出してください。

Ⅱ 特定下請負者等に対し、県への提出期限に間に合うように提出期限を設け、提出されない場合、提出するよう指導してください。

Ⅲ 当該特定下請負者等に指導しても提出されない場合、その旨を「賃金支払状況等報告送付書」に記載し、県へ提出してください。

報告時期 報告する賃金支払状況等 県への提出締切日

初回
事業着手から３ヶ月を経過した日の属する月の
１ヶ月分

作成月の翌月末日

２回目以降 初回作成した月から６ヶ月毎 作成月の翌月末日

④-２ 定期の賃金支払状況等の報告

県から特定受注者に報告する賃金支払状況等、報告の時期及び提出先が通知されます。

・特定受注者は、「賃金支払状況等報告送付書」（※４）及び「事業者別賃金支払
状況等報告書」（※５）を作成し提出してください。

（※４） １２ページへ （※５） １３ページへ
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報告対象となる労働者

・特定公契約に係る業務に直接従事する次の労働者（特定下請負者等に雇用される労働者を含みます。）
・雇用形態を問いません

県が発注する建設工事の請負契約 建設業法に規定する元請負人又は下請負人に雇用される労働者

県が業務を委託する契約
県が管理する建物および土地における清掃・警備・駐車場管理・受
付・案内・宿日直・電話交換業務。県が管理する建物において行う給
食の調理・洗濯業務に従事する労働者県と指定管理者との

公の施設の管理に関する協定

報告対象外となる者

業務に直接従事しない者
（例）会社役員、支店長、営業所長、一般事務員、工事における

交通誘導員

履行場所（現場）において管理監督的
な業務又は専門知識を要する業務に従
事する者

（例）会社役員等の労働基準法上の管理監督者、建設工事における
現場代理人、監理技術者、主任技術者、その他法令上配置が
必要な有資格者

④-１ 定期の賃金支払状況等の報告



④-３ 定期の賃金支払状況等の報告

事業者別賃金支払状況等報告書

特定公契約の名称
国道○○○号 社会資本整備総合交付金事業 工事

（第１－Ａ１１－２号） 報
告
者

事業者名 △△△△建設㈱

契約の相手方（発注者） ○○○○建設㈱ 部署・氏名・電話番号 △△事務所 奈良 太郎 △△△△-△△-△△△△

契約期間 ○○年○○月○○日 ～ ○○年○○月○○日 賃金支払日 △△年△△月△△日

労働保険番号 12345678901234 

番
号

従業員氏名
年

齢

賃金形態 対 象 と す る 支 払 賃 金 の 状 況
適用される
最低賃金

社会保険の加入状況

備考
月給・日給・時給単価(円)

所定給与額
賃金総額
（円）①

うち

対象外の
諸手当
（円）②

対象額（円）
③＝①－②

労働
日数
④

労働
時間⑤
（時間，

分）

１時間
当たりの

賃金⑥（円）

都道府県
名

最低賃金
額

雇用保険 健康保険 厚生年金

加入
有無

未加入
理由

加入
有無

未加入
理由

加入
有無

未加入
理由

1 会計 一郎 24 月給 203,826 206,926 3,100 203,826 234 7:45 1,348 奈良県 ○○ 有 有 有

2 会計 次郎 40 月給 330,000 429,700 99,700 330,000 288 8:00 1,718 奈良県 ○○ 有 有 有

3 会計 三郎 62 時給 94,500 94,500 0 94,500 70:00 1,350 奈良県 ○○ 無 1 無 2 無 2

4 会計 四郎 76 日給 250,000 370,475 120,475 250,000 25 7:30 1,333 奈良県 ○○ 有 無 4 無 4

5 会計 五郎 42 日給 348,050 411,093 63,043 348,050 24 7:45 1,871 奈良県 ○○ 有 有 有

6 0 :

7 0 :

※1 添付書類は求めない。

㋐
㋑

㋒ ㋓ ㋔ ㋕ ㋖ ㋗ ㋘ ㋙

5

㋚

賃金支払状況等報告書の記入項目

㋐ 賃金支払日 報告対象月の賃金支払日

㋑ 労働保険番号 労働基準監督署に提出した「概算保険料申告書」に記載された１４桁の番号

㋒ 従業員・年齢 賃金支払月の月末現在の年齢

㋓ 賃金形態・所定給与額 基本給の形態（月給・日給・時給別）、金額

㋔ 賃金総額・諸手当 賃金の総額、対象外の諸手当額

㋕ 労働日数
月給の場合は就業規則等で定められた年間所定労働日数
日給の場合は支払賃金の対象となった総労働日数
時給の場合は記入不要

㋖ 労働時間
月給・日給の場合は就業規則等で定められた１日の所定労働時間数
時給の場合は支払賃金の対象となった総労働時間数

㋗ 都道府県名 該当する都道府県名を選択

㋘ 雇用保険の加入状況 加入の有無と未加入理由

㋙ 健康保険の加入状況 加入の有無と未加入理由

㋚ 厚生年金保険の加入状況 加入の有無と未加入理由



・「事業者別賃金支払状況等報告書」に疑義がある場合や、県に特定労働者から
疑義の申出があった場合等において、県から特定受注者に文書で説明等の要求
が行われます。

・特定受注者は、県が指定した期限までに「説明等に係る報告書」（※６）を提出し
てください。 （参考資料がある場合、「説明等に係る報告書」に添付してください。）

・特定受注者の特定下請負者等への対応
Ⅰ 特定下請負者等にかかる疑義の場合、特定受注者が当該特定下請負者等からの説明等に基づいて「説明等に係る
報告書」を作成し、県へ提出してください。

Ⅱ 特定受注者は当該特定下請負者等に対し、県の提出に間に合うように提出期限を設け、資料の提出や説明等を求めて
ください。されない場合は、提出等するよう指導してください。

Ⅲ 特定受注者が当該特定下請負者等に指導しても資料の提出や説明等がされない場合、その旨を「説明等に係る報告書」
に記載し、県へ提出してください。

手続きの流れ

（※６） １４ページへ
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特定労働者 奈良県 特定受注者

⑤ 疑義がある場合の説明等

特定下請負者等



・「説明等に係る報告書」が提出されない場合や、提出されても疑義が解消されな
い場合は、立入調査を行うことがあります。

・事前に通知しますので、県が求める資料を提示したり、質問に答えるなど、立入
調査に協力してください。

・特定受注者の特定下請負者等への対応
Ⅰ 特定受注者は、特定下請負者等への立入調査の場合、当該特定下請負者等へ立入調査に協力するよう指示してください。
Ⅱ 特定受注者（特定公契約履行責任者）は、当該特定下請負者等の立入調査に同行してください。

・特定下請負者等の対応
Ⅰ 特定下請負者等への立入調査の場合、立入調査に協力してください。

⑥ 立入調査への協力

手続きの流れ

7

奈良県 特定受注者 特定下請負者等



・法定の最低賃金額以上の賃金が支払われていない、健康保険、厚生年金保険
及び雇用保険に加入させていない、労災保険に加入していないと認める場合、
県から特定受注者に遵守していないと認める内容が通知されます。

・特定受注者は、県が指定した期限までに、遵守していないと認める内容に対し、
講じた措置及びその結果を「措置報告書」（※７）により報告してください。

・必要な措置を講じるに当たり、当該特定労働者に対し、解雇その他の不利益な
取扱いをしないでください。

・特定受注者の特定下請負者等への対応
Ⅰ 特定受注者は、遵守していないと認める内容が特定下請負者等の場合、特定受注者が当該特定下請負者等からの報告に
基づいて「措置報告書」を作成し、県へ提出してください。

Ⅱ 特定受注者は、当該特定下請負者等に対し県の提出に間に合うよう提出期限を設け、資料の提出や説明等を求めてくださ
い。されない場合は、提出等するよう指導してください。

Ⅲ 特定受注者が、当該特定下請負者等に指導しても資料の提出や説明等がされない場合、その旨を「措置報告書」に記載し、
県へ提出してください。

⑦ 必要な措置の結果報告

（※７） １５ページへ
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奈良県 特定受注者 特定下請負者等



（※１）特定公契約履行責任者選任届

9

（特定公契約履行責任者選任届 条例第9条、施行規則第7条関係）

令和 年 月 日

契約担当課等の長 殿

所在地
特定受注者の名称
代表者氏名
電話番号

特定公契約履行責任者の選任について（新規・変更）

奈良県公契約条例第9条の規定により、下記のとおり選任しましたので、届け出ます。

記

１ 特定公契約の名称及び契約日
名 称 ：
契約日 ： 令和 年 月 日

（ふりがな）

２ 履行責任者の氏名

３ 履行責任者の連絡先
所在地
電話番号
ファックス番号
メールアドレス

４ 受注者との関係



（※２）特定公契約誓約書
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（特定公契約誓約書 条例第11条第1項・第３項関係）

特定公契約誓約書

【特定公契約の名称及び契約日】

名称： 契約日：令和 年 月 日

貴社から受注したこの業務が奈良県公契約条例の特定公契約に係る業務であること
を承知し、以下のことを誓約します。

１ この業務について、次の事項を誠実に行います。

① この業務に従事する当社の労働者について、
・法定の最低賃金額以上の賃金を支払うこと。
・所定の要件に該当する場合は、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入させ
るとともに、法令上必要な場合は、労災保険に加入すること。

・貴社から指示があったときは、条例に基づきその状況を報告すること。

② 労働者から法定の最低賃金額以上の賃金が支払われているかどうかや社会保険に
加入できるかどうかについての申出があった場合は、速やかに確認を行い、その結
果を労働者に説明すること。

③ 貴社から、①の内容に関して説明等を求められたり、県が①の内容に関して当社
に立入調査を行う場合は、説明や関係書類の提出などの必要な協力を行うこと。

④ 上記①～③について知り得た個人情報について適切に管理すること。

２ この業務の一部について、他の事業者に、請負、受託又は労働者派遣をさせる場合
は、次の事項を誠実に行います。

① その事業者に、奈良県公契約条例の特定公契約に係る業務であることを伝えるこ
と。

② その事業者に、この誓約書の内容と同じことを守るよう誓約書を提出させ、その
写しを貴社に提出すること。また、当社がその事業者から誓約書の写しの提出を受
けた場合は、貴社に送付すること。

③ その事業者が誓約書の内容を守っていない場合は、文書で守るよう指示すること。

④ その他特定公契約の遵守に係る受注者からの指示などに協力すること。

令和 年 月 日

殿

所在地

事業者名 印

代表者名



（※３）特定労働者に明示すべき事項
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（特定労働者に明示すべき事項 条例第10条、施行規則第8条関係）

令和 年 月 日

に従事するみなさまへ

【特定公契約の名称及び契約日】

名称： 契約日：令和 年 月 日

１ この契約は奈良県公契約条例の特定公契約に該当します。

２ 雇用主はこの業務に従事する労働者(※１)について以下のことを約束しています。

・法定の最低賃金額(※２)以上の賃金を支払うこと。

・健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入させる(※３)とともに、労災保険に
加入すること。

・労働者から法定の最低賃金額以上の賃金が支払われているかどうかや法定の
社会保険に加入できるかどうかについての申出があった場合は、速やかに確
認を行い、その結果を労働者に説明すること（３を参照）。

(※１) この場合の労働者とは、正職員・ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ・派遣社員等の就業形態を問わず、
この業務に従事されている方をいいます。直接業務に従事しない会社役員や一
般事務員などは除外されます。

(※２) の最低賃金は 円（令和 年 月 日発効）です。

(※３) 雇用主は、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険について、労働者がそれぞれ
の要件に該当する場合は、加入させる義務があります。

３ 労働者は雇用主が最低賃金以上の賃金の支払いや、社会保険の加入について遵
守していないと考えるときは、雇用主のほか、奈良県又は特定受注者に申し出る
ことができます。

申出先 連 絡 先

特定受注者の名称

（担当部署： ）

奈良県
会計局総務課

〒630-8501                         電話
奈良市登大路町３０ 0742-27-8906



（※４）賃金支払状況等報告送付書
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（賃金支払状況等報告送付書 条例第12条、施行規則第9条第３項関係）

令和 年 月 日

契約担当課等の長 殿

所在地
特定受注者の名称
代表者氏名

賃金支払状況等の報告について

奈良県公契約条例第12条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 特定公契約の名称及び契約日
名 称 ：
契約日 ： 令和 年 月 日

２ 事業者別賃金支払等状況報告書

提出 社分
未提出 社分

３ 未提出の特定下請負者等への対応状況

①特定下請負者等の名称
所在地
電話番号

②報告を求めた日

③報告を求めた方法

文書 ・ メール ・ 電話 ・ （その他： ）

④報告を求めた日以降の経過

※ 記入上の注意
２において特定下請負者等がある場合、

特定受注者及び特定下請負者等の合計数を
記入してください。
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（※６）説明等に係る報告書

（説明等に係る報告書 条例第13条第２項・第3項、施行規則第10条２項関係）

令和 年 月 日

契約担当課等の長 殿

所在地
特定受注者の名称
代表者氏名

説明等に係る報告について

奈良県公契約条例第13条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１ 特定公契約の名称及び契約日
名 称 ：
契約日 ： 令和 年 月 日

２ 説明内容又は提出資料

３ 未提出の特定下請負者等への対応

①特定下請負者の名称
所在地
電話番号

②説明等を求めた日

③説明等を求めた方法

④説明等を求めた日以降の経過

(注)３の③説明等を求めた方法と内容が判る書類を添付してください。
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（※７）措置報告書

15

（措置報告書 条例第15条第２項・第３項、施行規則第１２条第２項関係）

令和 年 月 日

契約担当課等の長 殿

所在地
特定受注者の名称
代表者氏名

措置報告について

奈良県公契約条例第15条の規定により、遵守のための措置を講じましたので、下記の
とおり報告します。

記

１ 特定公契約の名称及び契約日
名 称 ：
契約日 ： 令和 年 月 日

２ 講じた措置及びその結果

３ 未提出の特定下請負者等への対応

①特定下請負者等の名称
所在地

②措置報告を求めた日

③報告を求めた方法

④報告を求めた日以降の経過

(注)３の③措置報告を求めた方法が判る書類を添付してください。


